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EDINET APIを用いたデジタルフォレンジック学習
教材向け資料生成プログラムの開発

松浦 芽生　五味 悠一郎

本研究の目的は，デジタルフォレンジック学習教材を用いた教育によって，初学者がデジタルフォレンジック技術を
容易に取得でき，情報セキュリティに対する興味が向上することを明らかにすることである．デジタルフォレンジッ
ク技術の習得には，多くのデータが含まれたディスクイメージファイルを必要とするが，このファイルを講師が短時
間で用意することは難しい．先行研究ではダミーデータとして，個人情報を自動生成し，汎用的な資料を手作業で作
成したが，ダミーデータ生成に多くの時間を要した．その要因は，手作業で作成した汎用的な資料にあった．そこで
本稿では，自動的に汎用的な資料を生成するプログラムを EDINET API を用いて開発し，この課題を解決した．
このプログラムの使用により授業の準備時間を短縮でき，講師の負担を軽減できると考える．

The purpose of this research was to clarify that the use of digital-forensics learning materials can help begin-

ning students easily learn digital-forensics technology and increase their interest in information security. To

learn digital-forensics technology, a disk-image file containing a large amount of data is necessary. However,

it is difficult for instructors to prepare such a file in a short time. In a previous study, automatically gener-

ated personal information and manually created generic materials were used as dummy data. However, it

took much time to create the dummy data. The reason for this was due to the manual creation of generic

data. We solved this problem by developing a program that automatically generates generic materials using

EDINET API. We believe that the use of this program will shorten and simplify the preparation time for

classes.

1 はじめに
経済産業省による調査では日本の人口減少に伴い，

IT人材供給力は低下する可能性があることが示され
た．IT人材は 2015年時点で約 17万人不足しており，
2030 年には約 79 万人になると予測されている．情
報セキュリティ人材に関しては不足数が 2014年時点
で約 8.2万人であったが，2016年には約 13.2万人に
増加していると推計された．情報セキュリティ人材の
不足数は，情報セキュリティのニーズ拡大が予想され
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ることから，今後も拡大していくと試算されている．
こうした状況に対応するためには，情報セキュリティ
への興味を向上させる適切な教材開発が必要である
と考える． [1]

教材の開発にあたり，教材の使用者と範囲を想定す
る．教材の使用者は情報技術に対する興味をもつが，
セキュリティに関する知識が不足している情報初学者
を想定する．教材の範囲は「デジタル化の進展や訴訟
の増大により必要性が高まっている」「IoT化の進展
によりデジタルで扱う情報が膨大化し，重要性が増し
ていく」と考えられるデジタルフォレンジックに絞り
込むこととする [2]．
デジタルフォレンジックとは，種々のインシデント
が発生した際に，コンピュータなどの情報処理機器上
に残された証拠を確保し，将来起こり得る裁判に備え
るための技術や手順のことである [3]．デジタルフォ
レンジック技術の習得には，多くのデータが含まれた



ディスクイメージファイルを必要とするが，このファ
イルを講師が短時間で用意することは難しい．先行研
究ではダミーデータに含まれる情報として，個人情報
を自動生成し，汎用的な資料を手作業で作成したが，
ダミーデータ生成に多くの時間を要した．その要因
は，手作業で作成した汎用的な資料にあった．本稿で
は，自動的に汎用的な資料を生成するプログラムを
EDINET APIを用いて開発し，この課題の解決を試
みた．このプログラムの使用により授業の準備時間を
短縮でき，講師の負担を軽減できると考える．開発し
たプログラムで先行研究よりも多い量のダミーデー
タを短時間で生成できることを明らかにする．

2 関連研究
デジタルフォレンジックツールの使用法について学
習する教材が加藤・矢野・本郷（2015）と加藤・矢野・
本郷（2016）および加藤・矢野・本郷・高山（2017）
によって開発されている [4] [5] [6]．この研究で開発さ
れた教材は，AOSリーガルテック社製の PC用フォ
レンジックツールである FinalForensics の使用法に
ついて，ファイル検索と復元を中心に学習する動画教
材である．この教材は特定のツールの使用法に限定し
ているほか，動画教材であるため改変が難しく，広く
使用することに不向きであると考える．
FinalForensicsはデータの保全・復元・分析・検索・
分析レポート作成を一括して行うことができるパソ
コン用の有償フォレンジックツールである [7]．有償
ツールでの学習は金銭的な負担から初学者の学習に
おける敷居が高くなるため，無償ツールを用いた教材
開発が必要であると考える．

3 先行研究
加藤（2022）がデジタルフォレンジック学習教材に
用いる個人情報自動生成プログラムの開発を行った．
ダミーデータに含まれる情報として個人情報を自動
生成し，汎用的な資料を手作業で作成した．作成した
個人情報のファイル数が 1で，汎用的な資料のファイ
ル数は 5 であった．ダミーデータの生成に要した時
間は 18 分 17 秒であった．個人情報自動生成プログ
ラムの開発により短時間で誰でも容易にデータ生成

が行えることを目標としたが，ダミーデータの生成に
多くの時間を要した．加藤の研究から「ダミーデータ
の生成時間を短縮するためには，手作業で作成した汎
用的資料を自動的に生成する必要がある」という課題
が明らかになった． [8]

4 ダミーデータの生成方法
4. 1 EDINET

本研究では大量のデータを手軽に入手できるため，
金融庁が公開している電子開示システム「EDINET」
を使用した [9]．「EDINET」では「有価証券報告書」
「半期報告書」「四半期報告書」「大量保有報告書」「臨
時報告書」「その他の書類種別」が提供されている．
EDINET は API が提供されており，プログラムを
介して効率的に開示情報を取得できる [10]．EDIENT

APIは「書類一覧 API」と「書類取得 API」がある．
書類一覧 APIでは「メタデータのみ」または「提出
書類一覧およびメタデータ」を取得できる．
本稿ではダミーデータとして，EDINETで公開さ
れている資料のうち，今後の研究で必要となる「有価
証券報告書」と「四半期報告書」を取得した．

4. 2 ダミーデータ生成プログラム
ダミーデータ生成プログラムは Python3.1o.12 で
開発し，開発ツールは「Google Colabratory」を用
いた．「Google Colaboratory」ではランタイムのタイ
プが変更できるが，本稿では使用上限が GPUより大
きい CPUを用いた．「Google Drive」の「マイドライ
ブ」内に「edinet」というフォルダを作成し，edinet

フォルダ内に生成した資料が保存されるようにした．
EDINET API の書類一覧 API は，リクエストパ
ラメータとして日付のみ指定ができる．金融商品取引
法第二四条によって有価証券報告書の提出期限は事
業年度終了後 3ヶ月以内，四半期報告書の提出期限は
四半期終了後 45日以内と定められている [11]．事業
年度を 3 月までとしている企業が多く，リクエスト
パラメータとして指定する日付によっては有価証券
報告書が 1つも提出されていない場合があったため，
開始日と終了日を指定してその期間に提出された書
類を取得するプログラムとした [12]．開発したプログ



図 1 開発したプログラムのフローチャート

ラムのフローチャートを図 1に示す．
EDINET API の書類取得 API はエンドポイント
で書類管理番号を指定する必要がある．エンドポイン
トとはWeb サービスやアプリケーションにおいて，
外部のクライアントが APIとの通信を行うための特
定の URL で，リクエストが実行される場所を指す
[13]．書類一覧 API を用いて指定した期間内に有価
証券報告書が提出されていた場合，「提出者名」「提出
書類概要」「docID」「日付」をリストに格納して書類
管理番号を取得した．docIDは書類管理番号を示す．
リストとは Pythonで一覧となっているデータを扱う
ための型で，変数を代入したり取り出したりできる．

5 評価方法
本稿では開発したプログラムが先行研究よりも短
い時間でダミーデータを生成できることを以下の方
法で検証した．
• ダミーデータを先行研究の生成所要時間と同じ
18分 17秒生成した場合に，先行研究よりも多い
量のダミーデータが生成できる．

図 2 Google Colaboratory セルの実行時間

図 3 有価証券報告書提出者一覧

• ダミーデータを先行研究と同じファイル数の 5

生成した場合に，先行研究よりも短い時間で生成
できる．

ダミーデータの生成時間が 18分 17秒よりも長くな
るようにし，18分 17秒でプログラムを停止させた．
このとき edinetフォルダ内に保存されているファイ
ル数をカウントし，ダミーデータ生成数とした．
生成所要時間はプログラムの開始時間から終了時
間までを計測した．「Google Colaboratory」ではセ
ルごとに実行時間が表示されるため，すべてのセル
の実行時間を合計することで，生成所要時間とした．
「Google Colaboratory」で表示されるセルごとの実
行時間を図 2に示す．

6 結果と考察
指定した期間内に有価証券報告書が提出されてい
た企業の「提出者名」「提出書類概要」「docID」「日
付」が格納されたリストを，表形式で表示した結果を
図 3に示す．
指定した期間内に四半期報告書が提出されていた
企業の「提出者名」「提出書類概要」「docID」「日付」
が格納されたリストを，表形式で表示した結果を図 4

に示す．
リストに格納された docIDを書類取得 APIのエン
ドポイントに入力し，有価証券報告書と四半期報告書



図 4 四半期報告書提出者一覧

を PDF形式で Google Drive に保存した結果を図 5

に示す．
有価証券報告書を 5 取得するプログラムを実行し
た結果，得られた各セルの実行時間と合計実行時間を
表 1に示す．
プログラムを 15回実行したところ，実行時間の平
均値は 37秒であった．
18分 17秒間ダミーデータ生成プログラムを実行し
た結果，生成できたダミーデータのファイル数を表 2

に示す.

プログラムを 10 回実行したところ，生成できた
ファイル数の平均値は 744であった．

7 まとめと今後の課題
EDINET APIを用いてデジタルフォレンジック学
習教材に用いる汎用的な資料生成プログラムを開発
した．ダミーデータ数 5のとき，実行時間は先行研究
の 18分 17秒から 17分 40秒早い 37秒で生成するこ
とができた．プログラムを 18分 17秒間実行させた
ところ，先行研究の 5よりも 739多い 744のダミー
データを生成できた．よって，本稿の目標である「開
発したプログラムで先行研究よりも多い量のダミー
データを短時間で生成できること」は達成できた．
今後の課題として，誰でも容易に汎用的な資料生成
が行えることを目指し，開発したプログラムの手順書
を作成する．開発したプログラムと手順書を用いて
被験者実験を行い，容易に資料生成が行えることを
検証する．また，汎用的な資料の種類を増やすため，
有価証券報告書から「財務諸表」「貸借対照表」「損益
計算表」，四半期報告書から「年間売上グラフ」を自

動生成できるように資料生成プログラムを改良する．
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表 1 実行時間

表 2 生成ファイル数



図 5 Google Drive への保存結果


